
指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（４）継続的事業において十分な効果が得られていないリスク 【　措置済　】　　令和　３年　３月３１日

①　天津環境交流事業について
　国際交流の促進のため、友好都市天津市の環境保全に係る課題解決の一
助とするため現地セミナーや天津市からの研修生の受入れを企画運営する
事業を実施している。この事業のうち受入れ研修にあっては１９９３年か
ら、現地セミナーにあっては２００１年から実施しており、この２０年以
上の間で中国と我が国との関係が変化している中で、この事業の更なる発
展のため、これまでの事業の効果について検証すること。また、この事業
の報告書には、今回の事業を終えての所感、すなわち事業成果を今後、ど
のように本市の施策、事業に反映させていくかなどの記録が少ないように
思われる。この事業を通じて国際貢献を果たしたことが分かるよう、事業
報告書には成果に関する事項を記録すること。

　天津市の環境行政関係者が、本市の発展の過程で培ってきた環境保全技
術や管理手法等をはじめとした地方自治体等の取り組みや環境技術につい
ての知見を得ることにより、天津市における課題解決に役立てることがで
きている。成果の具体として、排煙脱硫装置や水質浄化装置等の公害防止
技術の修得のほか、環境規制や環境影響評価のシステム、環境技術の活用
に対する考え方等ソフト面への貢献である。日本の土壌汚染対策法の講義
を通じて、天津市でも土壌汚染対策に関する条例制定に至った経緯もあ
る。
　なお、天津市長の四日市市長あて書簡（２０２０年１０月）では「特に
環境保護分野の技術交流と人材育成の成果に際立ったものがあり、友好都
市間交流のモデルになっています。」と述べられるとともに、友好都市提
携４０周年記念宣言書（２０２１年３月）では、環境保全の分野における
実績をあげてきたことが述べられている。
　また、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、現地セミ
ナー及び受入れ研修を実施できなかったため、天津市のニーズを踏まえ
「騒音・悪臭の規制や苦情対応」をテーマとした講義動画を制作すること
により、環境分野における交流を深めたが、本事業受託者の事業報告書に
は天津市との質疑回答やアンケート結果のほか、今後の天津環境交流事業
の開催方法の提言等記載し、成果を記録した。

令和２年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和　２年　７月２８日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　環境部　環境保全課
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【　措置済　】　　令和　３年　３月３１日

②　エコパートナーシップ推進事業について
　吉崎海岸の保全に係る企画運営業務委託とグリーンカーテン事業及びダ
ンボールコンポスト事業運営業務委託については、エコパートナーシップ
推進事業としてエコパートナーへの公募型事業と同一の事業名のもとに展
開されている。しかし、これらの委託業務は単独随意契約によっており、
委託先は従来から同一団体になっていることや、委託経費の積算において
公募型が実質的に直接経費のみであるのに対して、間接経費を１５％認め
るなど事業の形態もかなり異なっていることから別事業として整理するこ
とを検討すること。

　グリーンカーテン事業及びダンボールコンポスト事業運営業務委託につ
いて、令和３年度はグリーンカーテン事業運営業務委託をエコパートナー
シップ推進事業から地球温暖化対策事業に変更し、受託団体の変更と一般
管理費（間接経費）の引き下げを行った。ダンボールコンポスト事業運営
業務委託は令和２年度から実施しないこととした。
　また、吉崎海岸の保全に係る企画運営業務委託については、地元と連携
し、持続可能な形で環境保全に取り組んでいく必要があり、地元をはじめ
とした市民ボランティアと協働することにより、吉崎海岸の保全活動を実
施することが有効であるため、「エコパートナー登録団体」である地元の
市民団体に委託し、令和３年度においてもエコパートナーシップ推進事業
とした。一般管理費はこれまで団体と協議して決定してきたが、令和３年
度の契約にあたっても団体と協議のうえ１５％とした。なお、令和４年度
の委託内容を団体と協議する中でも、一般管理費の内容や見積額の内訳に
ついて協議する。

【　措置済　】　　令和　３年　７月３１日

③　環境保健予防事業について
　幼児を対象とした環境保健健康診査（アレルギー健康相談）やぜん息予
防等に関する講演会の開催などを行っている。これらの事業においては、
健康福祉部やこども未来部と連携するなかで、環境部としての役割をどこ
まで求めていくかについて検討すること。

　環境保健予防事業は、独立行政法人環境再生保全機構の助成事業を活用
し、実施している。環境保健予防事業のひとつである環境保健健康診査事
業は、一次診査としてこども保健福祉課が実施する１歳６か月児・３歳児
健康診査において、アレルギー素因児をスクリーニングし、二次診査とし
て、アレルギー健康相談を実施している。また、ぜん息予防に関する講演
会は、保育幼稚園課が同助成事業を活用し、保育士等を対象に数年にわた
り実施している。このように、直接、市民との関わりをもつこども未来
部、健康福祉部において、同助成事業を有効に活用し、事業展開を行うよ
う、環境部は、独立行政法人環境再生保全機構とのパイプ役を担ってい
る。

（５）公募型委託事業に係る契約事務の執行が適正になされないリスク 【　措置済　】　　令和　３年　７月１９日

　エコパートナー環境学習等業務について、事業者からの事業に係る企画
提案を募集し、環境計画に沿った適当な取組みを本市の事業として選定
し、当該事業を当該事業者に委託を行っている。企画提案の募集時に、提
案者から見積りを提出させているが、本市が採用した業務の委託料は、そ
の提案見積額と同額となっていた。当課以外の関係課職員もその構成員と
する審査会にて行う企画提案の審査の中で、提案見積額についても評価を
行っているが、審査に外部委員を含めるなど、委託料の妥当性を検証する
仕組みの構築を検討すること。

　受託候補者の選定後、企画提案時に提出された積算内訳書に基づいて委
託金額を受託候補者と協議しているが、令和３年度は委託契約締結時にお
いても受託者から積算内訳書の提出を受けた。また、外部委員を含める場
合は報償費の予算措置が必要となるため、令和３年度から企画提案時の積
算内訳書の評価方法を見直すことにより対応した。具体的には、各審査委
員が積算における各項目の見積額が適切か評価できるように審査要項の評
価表を一部見直した。その結果として令和３年度は令和２年度と比較し、
全ての受託候補者の積算内訳書の評価が６段階評価の中で厳しいものと
なった。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

①　外来生物防除について【住民福祉の向上の視点】 【　措置済　】　　令和　３年　３月３１日

ア　外来生物であるセアカゴケグモの生息状況について、市内３か所にお
いて調査を実施した。この結果を今後の外来生物防除に役立てるにあたっ
ては、外来生物に対する市民の不安を助長したり、外来生物を発見したと
きの対処方法につき誤解を与えたりすることのないよう、その取扱いに十
分注意すること。

　市内３か所の調査結果は施設管理者に提供しているが、セアカゴケグモ
は市内全域に分布しており、市内３か所の調査結果を公表することで、か
えって「セアカゴケグモが自分の住んでいる付近には生息していない」と
いう安心材料とならないように、また、市民の不安を助長しないように、
市のホームページやチラシ、電話応対等により、市民に対して分布状況や
安全な駆除方法を丁寧に説明する。

【　措置済　】　　令和　２年　８月　７日

イ　特定外来生物であるアライグマ及びヌートリアによる被害防除のた
め、チラシやポスターの作成による啓発や捕獲檻の貸出しを行っている
が、特定外来生物を見つけたときにまず取るべき対処が市民にとっては分
からず、不安であるという声を聴く。市民目線での誰でもできる対処方法
についてもホームページやチラシなどで啓発すること。

　市内全域に分布して捕獲件数が多く、タヌキなどとよく似た凶暴な性格
のアライグマについては、見分け方を説明したチラシをホームページ上に
掲載した。また、アライグマの被害を予防するために、野菜くずなどの家
庭ごみを放置しないことや、民家への侵入防止策などの対処方法をホーム
ページに掲載して啓発を図った。

②　公益財団法人国際環境技術移転センターについて【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　３年７月３１日

　公益財団法人国際環境技術移転センター（以下「ＩＣＥＴＴ」とい
う。）は、本市がその一部を出資して設立された財団法人であり、市長が
理事を務めている。ＩＣＥＴＴの経営は、国からの受託収入が減少したた
め経費超過となって、収益状況の悪化が懸念される。本市にとっても有益
となる事業をこれからも持続的に実施していけるようＩＣＥＴＴの経営状
況を見守っていくこと。

　ＩＣＥＴＴは本市のほか、国、三重県、独立行政法人国際協力機構（Ｊ
ＩＣＡ）等から業務を受託しているが、ＩＣＥＴＴの収入の大半は運用収
入となっているところである。市長が理事を務めるほか、環境部長が評議
員を務め、事業方針や財務状況等を確認することにより、経営状況を見
守っていく。
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）所属において業務に必要なスキル（知識、経験）が継承されないリ
スク

【　措置済　】　　令和　３年　７月３１日

　当課の職員のうち当課勤続年数が３年未満の者が７割を占めており、環
境という高度の専門性を有する職務内容と、これから中核市を目指してい
く中での人材育成を考えると、経験や知識技術が不足しているのではない
か懸念される。計画的に人材育成を行うとともに、その計画について人事
当局に示すことにより人材の確保に努めること。

　人事当局へ当課として増員を要望するとともに、環境行政の経験のある
再任用職員の配置を要望した。
　業務遂行に必要な知識及びノウハウの継承については、手順書の作成や
業務分担を変更するとともに、会議等で情報共有を図るよう努めている。
また、環境省の研修等に参加し、専門知識や環境モニタリング技術等を習
得できるよう努めている。
　中核市への移行を見据えては、当課と三重県との人事交流により、職員
が専門的な知識や業務遂行のためのノウハウ等を学ぶとともに経験を積ん
できた。令和３年度は前年度まで県の環境行政担当部署に派遣されていた
職員が当課に配属となり、大気水質係１名増として体制強化を図ってい
る。

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　令和２年度の時間外勤務が年間３６０時間を超える職員は２人となり、
前年度と比べて４人減となった。今後も課内での協力体制の充実などを呼
びかけるとともに、毎週水曜日は朝礼において、ノー残業デーの徹底を呼
び掛ける。また、特定の職員に業務が集中しないように業務分担の見直し
を随時行い、業務改善による時間外勤務の縮減に取り組んでいく。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　令和３年度の時間外勤務が年間３６０時間を超える職員は、時間外勤務
の縮減に努めているが、新型コロナウイルス感染症対策室への職員の転
出、職員の保健所兼務及び保健所応援動員等により、令和２年度に比べて
増加する見込である。引き続き、ノー残業デーの徹底や年休取得の呼び掛
けを行うとともに、業務改善等による時間外勤務の縮減に取り組んでい
く。

　行政需要の多様化等により、職員一人当たりの事務量が増加の一途をた
どっていることから、職員の時間外勤務が恒常化しており時間外勤務が年
間３６０時間を超える職員が多く見受けられた。所属長は、職員の時間外
勤務の原因を分析して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスを充実するため、働きやすい環境づ
くりに取り組むとともに、業務の効率化を図るなど時間外勤務適正化に向
けた取組みを行うことで時間外勤務の縮減を図り、働き方改革への取組み
を進めること。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　環境対策の推進について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　他都市の取組事例などを研究し、地球温暖化対策として令和３年度から
県下で初めて「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」（略称ＺＥＨ〔ゼッ
チ〕）の補助を行うこととした。第４期四日市市環境計画（２０２１～２
０３０年度）に基づき、引き続き、気候変動への対応や環境教育等に取り
組んでいく。

【　措置済　】　　令和　４年　１月３１日

　国の地球温暖化対策計画の改定（令和３年１０月）、改正地球温暖化対
策推進法（令和３年５月）に基づく再生可能エネルギーの利用促進に対応
するため、令和４年度において、第４期四日市市環境計画（地球温暖化対
策実行計画）の見直しを行うこととした。今後も環境計画に基づき、気候
変動への対応等に取り組んでいく。

②　水質汚濁、騒音等に係る監視及び指導について
【住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　３年　７月３１日

　法に基づいて水質汚濁等に係る監視及び指導を行っているが、法で定め
られた規制値を超える水を排出した者に対しては引き続き厳正に対処する
こと。また、音、振動、臭いに敏感な社会になってきており、騒音、振
動、悪臭に対する改善策については、他の関係する外部機関や市内部の部
局との連携を図り対処すること。

　環境法令に基づき、事業者に対する監視及び指導を行っているが、水質
汚濁防止法に基づく排水基準を超過する排水を排出した工場や事業場につ
いては、法に基づき引き続き厳正に対処していく。また、騒音、振動、悪
臭に対する相談が市に寄せられた場合には、現地確認を行うとともに、必
要に応じて関係部局や関係機関と連携しながら指導等を行っていく。

リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし

　本市が更に先進的な環境都市となるため、他都市の取組事例なども研究
して、低炭素社会の実現に向けた様々な施策を強力に推し進めること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員配置のリスク（人数不足、意思疎通疎外、不十分な引継ぎ） 【　措置済　】　　令和　３年　４月　１日

①　人材確保、人員配置について
　事務的なミスが散見される。小さなミスが重なると大きなミスにつなが
り、加えて市民からの信頼を損ねることにもなりかねない。運営に支障の
ないよう適切な人材確保、人員配置について対処すること。

  定期監査後、実務研修を実施し当面の業務を適正に実施するようにした
うえで、適正事務実施が組織の抜本的な課題である旨人事当局と調整した
結果、令和３年４月に庶務事務に精通した職員が配置された。

【　措置済　】　　令和　３年　４月 １日

②　事務の引継ぎについて
　土日、祝日が開館日であり、職員の週休日が異なることから全員が顔を
合わせるのは週に２日間である。引継ぎを正確に行い、事務的な不備が起
こらないように留意すること。

　毎週水曜日を出勤指定日とするとともに、主要な会議の概要等を朝礼で
報告、ホワイトボードへの書き込みをするなど情報の共有に努めた。

【　措置済　】　　令和　３年　４月 １日

③　内部事務管理について
　事務処理の基本的な部分で、いくつかの指摘事項が見受けられた。これ
らは、職員の業務上の知識不足や単純なミスに加えて、所属内でのチェッ
ク・牽制体制が不十分であったことに大きな要因がある。所属長は、定め
られたルールに基づいた事務執行の意識を職員に定着させ、日常的に確認
すべき事項を定型化し確認するなど牽制体制を整備して、内部事務管理の
徹底を図ること。

　令和２年７月から年度末まで正職員５名中２名が病欠、１名が産休とい
う状況であった。決裁時のチェックでミスがあったときは担当者に注意を
促して、ミスの再発防止に努めた。適正な事務実施が組織の抜本的な課題
である旨人事当局と調整した結果、令和３年４月に庶務事務に精通した職
員が配置された。

令和２年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　環境部　四日市公害と環境未来館

３　監査実施期間　　　令和　２年　７月　９日
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（５）公募型委託事業に係る契約事務の執行が適正になされないリスク 【　措置済　】　　令和　３年　４月　３日

①　エコパートナー環境学習等業務委託について
　エコパートナーは市民や環境団体からなるため、提出書類の不備が散見
される。ホームページの提出書類の書式に書き方の見本や解説を記すなど
分かりやすいように明示をすること。また、書類作成の前には書き方の説
明を行うこと。提出時には書類の確認をすること。

　書類不備の原因は行政側の説明不足も要因になっていることから、令和
３年４月３日のエコパートナーミーティングの際にポイントを整理した資
料を準備し、説明を行った。

【　措置済　】　　令和　３年　４月　３日

②　エコパートナー環境学習等業務委託について
ア　前回監査の意見に「大半が設けた上限金額で契約しているが、契約額
の妥当性を明確にするため証拠書類の確認をすること」とあり、対応状況
では「実施内容及び予算案を精査し、事業実施後、抜き打ちで領収証の提
出を求める」となっている。適正な事業の経費となっているか、委託価格
の妥当性について検証すること。

　業務委託の見積価格の適正さの確認については、令和３年４月３日に開
催したエコパートナーミーティングで、事業費用等と制度の説明を行っ
た。また、提案事業を審査委員会にてしっかりと事業内容と適切な見積書
かどうかを審査してもらっている。また、今後もエコパートナー（受託
者）に支出関係書類の保存をしてもらい、抜き打ち検査も継続していく。

【　措置済　】　　令和　３年　４月　３日

イ　エコパートナーの登録件数を目標と掲げているが、団体数の目標が不
明瞭である。団体数よりも環境に対する啓発等業務の効果が出るよう、登
録団体の質の向上を図ること。

　エコパートナーの団体数については、令和３年４月策定の第４期四日市
市環境計画で目標を変更した。
　また、エコパートナーの質の向上については、市の基本方針である上記
計画の正しい理解と他団体の活動の状況の共有が必要であるとの認識のも
と、令和３年４月３日に開催したエコパートナーミーティングで説明を実
施した。
 なお、エコパートナーの登録団体目標を第４期四日市市環境計画で１０
０団体から５５団体に変更した。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

　　　指摘なし
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　職員配置が厳しいなか事務の効率的な実施に努め、令和２年度は、新型
コロナウィルス感染症拡大に伴う見学団体の減少による事務負担の減少に
より時間外勤務時間を年間３６０時間以内に抑えることができたが、年次
有給休暇の取得については、十分な成果が上がっていないことから計画的
な年次有給休暇の取得に向けた取り組みを行う。

【　措置済　】　　令和　４年　１月３１日

　事務の効率化に努め、令和３年度は新型コロナウィルス感染症拡大に伴
う見学団体の減少による事務負担の減少もあり、時間外勤務時間を年間３
６０時間以内に抑えることができる見込みである。
（多い順）令和４年１月３１日時点
①職員Ａ　１８７時間
②職員Ｂ　　４１時間
　年次有給休暇の取得についても、効率的な職員の業務配分により取得も
しやすくなった。
（多い順）令和４年１月３１日時点
①職員Ａ　３０日
②職員Ｂ　１７日
③職員Ｃ　１０日

　行政需要の多様化等により、職員一人当たりの事務量が増加の一途をた
どっていることから、職員の時間外勤務が恒常化しており時間外勤務が年
間３６０時間を超える職員が多く見受けられた。所属長は、職員の時間外
勤務の原因を分析して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスを充実するため、働きやすい環境づ
くりに取り組むとともに、業務の効率化を図るなど時間外勤務適正化に向
けた取組みを行うことで時間外勤務の縮減を図り、働き方改革への取組み
を進めること。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　来館者アンケートの活用について【住民福祉の向上】 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　現在、アンケート内容について検討中であり、令和３年度に開催する企
画展に合わせてアンケートの内容を見直し、利用者のニーズを把握できる
ように努めていく。

【　措置済　】　　令和　４年　１月３１日

　令和３年１０月１日～１０月３１日まで開催した企画展「わたしたちの
くらしとごみ」において、子どもでも分かりやすいよう展示とアンケート
内容を工夫した。アンケートの意見は令和４年度以降の企画展に繋げられ
るようにするとともに、内容も回答しやすく分かりやすいものとなるよう
考慮していく。そしてアンケートから得た意見も元に、誰にでも理解しや
すい展示内容となるよう心掛ける。
　次年度以降の来館者についても、展示内容が陳腐化しないよう令和４年
度に一部展示のリニューアルを実施し、リピーターの確保など来館者の増
加に努める。

②　企画展の観覧者数について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　観覧者が興味をひくように内容を工夫するため、企画展を受託する業者
とも毎月１回以上打ち合わせを行った。観覧者が何かに「気づき」、何ら
かの行動に繋げられるような企画展になるように取り組みを行い、令和３
年度「わたしたちのくらしとごみ展」を９月に開催することを決定した。

【　措置済　】　　令和　４年　１月３１日

　観覧者が興味をひくように内容を工夫するため、企画展を受託する業者
とも毎月１回以上打ち合わせを行った。観覧者が何かに「気づき」、何ら
かの行動に繋げられるような企画展になるように取り組みを行い、令和５
年度の企画展につなげていく。令和４年度は、四日市公害判決５０年の区
切りとして企画展を予定しているが、誰が観覧しても分かりやすいものに
していく。アンケートは基本的に分かりやすい内容を求めており、今後も
ご意見をお聞きしながら開催していく。

令和３年度企画展「わたしたちのくらしとゴミ」
来館者数　１，５６３人
この企画展は小学校低学年の児童でも理解できるような内容とした。

　観覧者数の目標を５,０００人以上と見込んでいたが、実績は１,９７３
人であった。見込みが減であったことの原因を分析することにより、今後
多くの観覧者が興味のあるような企画展につなげていくこと。

　来館者にアンケートを取っているが、再度の来館につなげるための仕組
みが必要である。また、環境問題に関心がある来館者のアンケートには、
施策のヒントとなる意見をいただけるように自由記述的な所を充実させる
ことなど、アンケートの内容を工夫すること。
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③　ＳＤＧｓ（２．飢餓を０に　１４．海の豊かさを守ろう　１５．陸の
豊かさを守ろう）を基本とした食品ロスの取組みについて【ＳＤＧｓの視
点】

【　措置済　】　　令和　３年　７月　１日

　「私たちの暮らしとごみ展」の企画展を計画しているが、ＳＤＧｓを基
本とした食品ロスの取組み等を環境部局が火付け役となり、ブームを起こ
していくように補完すること。
※　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、２０１５年９月の国連サミッ
トで採択されたもので、２０３０年までに達成するために掲げた１７の目
標である。

　令和３年度企画展　「わたしたちのくらしとごみ展」においてＳＤＧｓ
の視点も踏まえ食品ロス、クールチョイス、海洋プラスティックなど様々
な切り口から展示を組み立て、身近な環境課題を「自分ごと」として理解
し、その後の各自の生活のなかで何か取り組んでいけるような展示になる
よう工夫した。

④　四日市公害に関する資料の収集、保管について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　３年　７月３１日

ア　公害に関係する資料を収集し、デジタル化することは、公害の記憶が
薄れないために重要な役割である。資料の収集とデジタル化について積極
的に予算要求をし、公害資料の公開を進めていくこと。

　ご指摘の趣旨を踏まえ、公害に関係する資料の収集とデジタル化などの
適切な保管に努めるとともに保管資料を研究者等が特別利用できるような
制度設計を行った。

【　継続努力　】　　令和　３年　７月３1日

　令和２年度から３年度まで、提携大学側とは新型コロナウイルス感染拡
大防止のため大学と連携した講座や展示などの実現が出来ていない状況で
あることから、今後も大学などの研究機関と協議し、具体的に連携するよ
うに努める。資料研究も同様に努力する。

【　措置済　】　　令和　４年　１月３1日

　令和２年度から３年度まで、提携大学側とは新型コロナウイルス感染拡
大防止のため大学と連携した講座や展示などの実現が出来ていない状況で
はあるが、大学などの研究機関と協議し、令和４年度は、協働事業を進め
ていく。一例では、７周年記念講演会で三重大学大学院教授に講演いただ
く予定である。
　その他、資料の収集や調査に関する事業については、新型コロナウイル
ス感染防止の観点から、その状況にも左右されるが、講座形態をオンライ
ン講座等にするなど開催できるように努める。特に夏休みを中心に連携講
座は開催しているので、当館から提案していく。

イ　大学など研究機関との連携については講座開催の補助にとどまらず、
公害関係の資料の収集や調査についても検討すること。
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⑤　企画展への財団等助成金について【経済性の視点】 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　財団への応募が多かったことから配分が少なくなったが、企画展の内容
をオンリーワン企画とするなど工夫をすることで助成金の満額確保に努め
ることとする。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　令和４年度の企画展「四日市公害判決５０年事業」を申請し、要望額の
２分の１である１００万円の助成が決定した。今回は推薦状を前市長の田
中氏からいただき満額助成を目指したが、令和４年度も要望額の２分の１
であった。２分の１になった理由は公表されておらず不明であるが、財団
側が一定のルールに則って決定している可能性があり、市立博物館も同様
の対応となっている。今後も引き続き、助成金の満額確保に努めるととも
に、助成金申請のあり方についても検討を行う。

⑥　プロポーザルによる契約について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　３年　４月　１日

　当館の運営業務の予算の半分以上をプロポーザルにより委託している。
環境学習事業の運営委託等業務内容の把握のため、事業者と密に連携を取
ること。

　新型コロナウィルス渦のなかで環境学習に対するニーズが変わっている
面があることから、実施予定の講座内容について市民のニーズの変化に見
合うものとなるよう月に１度の調整会議のなかで意見交換を実施してい
る。

リスク発現の可能性があるもの

監査結果 対応状況

（４）主要事業の目標設定のリスクについて 【　対応状況　】　　令和　３年　７月３１日

　エコパートナーの登録団体数については、令和３年３月策定の第４期四
日市市環境計画で市内の環境活動を行う団体の上限を見極め、１００は無
いと判断し、目標を５５団体に設定することとした。
　毎年、団体の解散などによる脱退や新規登録があるが、エコパートナー
の登録数は現時点は５７団体である。

【　対応状況　】　　　令和　４年　１月３１日

　エコパートナーの登録団体数については、令和３年３月策定の第４期四
日市市環境計画で市内の環境活動を行う団体の上限を見極め、１００は無
いと判断し、目標を５５団体に設定することとした。
　毎年、団体の解散などによる脱退や新規登録があるが、エコパートナー
の登録数は現時点は５５団体である。

・委託事業の件数確保のために審査が甘くなっていないか。

リスク発現の可能性（〇予防策あり、△可能性あり、×発現）
△　指標とするエコパートナー登録件数目標は１００団体であり、実績は
５３団体である。達成目標と現実の乖離が大きく登録を増やすため委託事
業等の審査の緩みが危惧される。現実的な登録件数とすることが必要であ
る。

　企画展の開催に際し、公益財団法人岡田文化財団２０１９年度助成金を
申請したものの申請額の２分の１となったが、助成対象経費の精査をし、
満額でなかった理由を分析することで今後満額になるように努めること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　指摘なし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

事務処理誤りについて【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　２年１０月２１日

　事務処理誤りが１７件と多く、基本的な誤りも散見される。事故にもつ
ながりかねないため、内部統制の体制を整備して内部事務管理の徹底を図
ること。

　会計事務の手引き等を職員全員に回覧し、正しく事務処理を行うよう周
知を図った。また決裁承認者及び決裁権者の確認時においても会計規則や
根拠法令等に基づく細やかな確認を意識し、事務処理誤りを防ぐよう努め
ている。

令和２年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　環境部　生活環境課

３　監査実施期間　　　令和　２年　７月　９日
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員配置のリスク（人数不足、意思疎通疎外、不十分な引継ぎ） 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　業務遂行に必要な知識及びノウハウの継承については、手順書の作成や
業務分担の見直しを行うとともに、係内会議等で情報共有、意思統一を図
るよう努めている。
　また労務管理を適正に行うことができる職員数、かつ事業を一元化する
ことで効率的に業務を遂行できる組織づくりのため、令和４年度に向けた
組織機構見直しを行っている。

【　措置済　】　　令和　４年　１月２１日

　業務遂行に必要な知識及びノウハウの継承については、手順書の作成や
業務分担の見直しを行うとともに、係内会議等で情報共有、意思統一を図
るよう努めている。
　また組織・機構の見直しにより、ごみ収集・処理部門を中心とした環境
事業課が設置されることにより、労務管理上適正な規模の人員配置となる
予定である。また課内の業務内容が明確となり、担当業務に集中できる環
境となることを見込んでいる。

職員の適正配置と人材確保について
　管理業務の人員数が少なく、勤務時間内は調査・住民応対等で多忙のた
め、時間外勤務も多く、すべての業務に手が回らない実態がある。また、
職員構成について、在職年数が長い職員１人の他は年数が短い職員が非常
に多く、在職年数が長い職員に業務負担が偏ったり、その経験知識に頼っ
たり、蓄積されたノウハウがうまく継承できない部分がある。所属全体で
１３４人と巨大な組織であり、組織・機構改革も進めるとともに、引き続
き人事当局に経験や専門知識の持つ職員の必要性を説明し、人材確保に努
めること。
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（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　令和２年度の時間外勤務が３６０時間超の職員は７名いるものの、課全
体の一人当たり年間平均時間外勤務は、令和元年度より減少している。
（令和元年度：３５０時間　→　令和２年度：３１５時間）今後も業務分
担及び業務内容の見直しによる効率化を図り、また働き方改革推進本部の
通知に基づき朝礼での声がけや職員同士の働きかけにより時間外勤務時間
の縮減を図る。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　令和３年度上半期の課内総時間外勤務時間数が１，９００時間（令和２
年度上半期：２，０７８時間）と前年より減少した。引き続き業務内容の
見直しなど効率的な業務遂行を心掛けるとともに、職員間での声がけなど
により時間外勤務時間の縮減を図る。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　公衆浴場助成費補助金について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　３年　６月３０日
　公衆浴場の確保を図るため、法令に基づき、市内４か所の公衆浴場に対
し補助金を支出しているが、補助金支出の明確な根拠となる公衆浴場の必
要性や需要の程度を十分掌握すること。

　平成３１年１月の厚生労働省通知「一般公衆浴場への適正な優遇措置等
について」に基づき適正な優遇措置を受けられるよう条件を満たした公衆
浴場のみに水道料金を対象に補助金を支出している。
　経営者の高齢化などにより年々対象施設が減少しているものの、継続的
な利用者があることから、市民の浴場利用機会の確保、公衆衛生の向上及
び健康の増進に必要な環境を維持するため事業者への補助は必要と考え
る。

　行政需要の多様化等により、職員一人当たりの事務量が増加の一途をた
どっていることから、職員の時間外勤務が恒常化しており時間外勤務が年
間３６０時間を超える職員が多く見受けられた。所属長は、職員の時間外
勤務の原因を分析して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加え
て、職員のワーク・ライフ・バランスを充実するため、働きやすい環境づ
くりに取り組むとともに、業務の効率化を図るなど時間外勤務適正化に向
けた取組みを行うことで時間外勤務の縮減を図り、働き方改革への取組み
を進めること。
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②　旧慣墓地の管理について【効率性の視点】 【　検討中　】　　令和　３年　７月３１日
　旧慣墓地は墓地開設当初より自治会、管理組合等が経営し管理してきた
が、法人格のない団体が所有権登記を行うことができないため、戦後土地
の所有権が市に帰属されたものである。
　そのため現状は、旧来の慣行に基づいて各地域でそれぞれ管理されてお
り、市が管理する公の施設としての霊園ではないことから、管理運営方法
に係る方向性を定めることについては慎重な判断が必要と考える。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日
　前回記載のとおり、旧来の慣行に基づき長年地域の墓地として管理され
てきた実績があり、かつそれぞれの団体の管理方法が確立されていること
から、市が主導で統一した管理運営方針を立てるのであれば、長期的に計
画を立て細やかな調整を行うことが必須と考える。そのため、引き続きよ
りよい方法を模索していく。

③　北大谷霊園の維持管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　２年　７月　９日

　北大谷斎場と北大谷霊園の管理運営業務を併せて委託している。霊園に
おける共有部分の除草や通路の水はけなど維持管理に不十分なところが見
受けられるので、委託業者に対する牽制をしっかり行っていくこと。

　従前より市職員も定期的に現地確認を行って不具合があれば委託業者へ
確認及び改善を申し入れているが、委託契約外の部分は市が直接対応して
いる。今後も不十分な箇所を発見した際には委託業者へ速やかな対応を求
める。

　地域の数ある旧慣墓地については、登記簿上の所有者は市となっている
が、実質的な管理運営は、旧来の慣行により地域の自治会や墓地管理組合
が行っている。しかし、職員による現地実査も数量が多いために苦慮して
いるような状況であり、適切な管理実態とはなっていないので、将来の管
理運営方法について方向性や方針を立てること。
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④　無縁墓の整理について【住民福祉の向上の視点】 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　使用者の調査については現在も墓地敷地内に看板を設置し使用者への申
出及び承継手続きを働きかけている。
　また無縁墓の改葬を実際行うにあたっては死者の尊厳の問題、権利関係
など配慮すべき点が多くあり、まずは他市町で実際行われている手法につ
いて研究を行う。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　使用者の調査及び現使用者への承継手続きについては、引き続き働きか
けている。
　無縁墓の改葬については、改葬先の納骨施設の用意なども必要であるた
め、現在推進計画により進めている合葬墓の整備とともに他市の実績及び
改葬に至るまでの手法を引き続き研究していく。

⑤　墓地埋葬法に基づく埋火葬について【効率性の視点】 【　検討中　】　　令和　３年　７月３１日
　この業務については年々件数が増加しており、調査時間及び手間のかか
る案件も多く対応に苦慮しているところである。今後、他市町の状況を調
査するなどし、効率的な業務遂行に向けて検討する。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日
　他市町から得た調査状況でも、当市と同程度の親族の調査を行ってお
り、また死亡の状況によっては親族が火葬を行うこともあることから、効
率性のみを重視し調査を省略することは困難と考える。
　今後は、先進地を参考に当市における事務要領を作成し、効率的な仕組
みを構築していく。

⑥　し尿処理経費について【経済性の視点】 【　措置済　】　　令和　２年１１月１９日

　豊田市、岐阜市、金沢市に比較して処理量１トン当たりの経費が高い。
調査により、理由の検証を行うこと。

　金沢市においては収集業務を許可制としており、市の負担する経費は処
理に係る部分のみとなっている。また、豊田市・岐阜市においては収集業
務を直営及び委託で実施しているが、浄化槽汚泥も含めた全体の処理量に
おけるし尿収集量の割合が当市に比べ低い。浄化槽汚泥の収集に関しては
両市とも許可制であるため収集にかかる市の経費は発生しない。このこと
から収集に係る経費部分で差が生じていると考える。

　市営霊園のうち、富洲原、富田、塩浜の３霊園については、使用者が不
明となっている墓が数多く存在し、実態調査を進めているとのことである
が、多死社会に向けて、全市的な調査を本腰を入れて進めること。また、
そのうえで使用者が判明しない無縁墓については、人間の尊厳に関わるこ
とでもあり、心のこもった無縁改葬の手法を検討しておくこと。

　引き取り手のない遺体の埋火葬業務については、件数は少ないものの、
個々の事案ごとに、引き取り手を調べる戸籍調査業務、引き取り依頼や委
任状取得等の業務、遺体の安置から埋火葬に至る業務等、職員の負担は大
きく、また、今後業務量が増えていくことが予想される。行政として、今
のうちに対策を考える必要がある。業務の効率的な仕組み作りや、当業務
を担うべき部局や業務分担のあり方について検討し、職員の働き方改革に
つなげること。

-24-

-24-



⑦　廃棄物処理施設整備等基金について 【　未措置　】　　令和　３年　７月３１日

　クリーンセンターをはじめ他施設の老朽化状況も踏まえ、今後の整備予
定を策定したうえで、長期的な積立計画の検討に着手していく。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　クリーンセンターをはじめ所管する施設の老朽化状況及び今後の整備計
画を踏まえ、中長期的な積立計画について検討を進めていく。

⑧　不用額について【効率性の視点】 【　継続努力　】　令和　３年　７月３１日

　当課事業は年毎に取扱件数や処理量に波があるため、執行額の把握は
行っているものの幅をもたない予算要求に踏み切れないところである。今
後とも執行額を注視し、不用と判断でき次第速やかに減額補正を行ってい
く。

【　措置済　】　令和　４年　１月１４日

　令和３年度予算について、執行状況及び今後の見込を注視し、工事の入
札差金など理由が明らかな事業に加えて、報酬、旅費など予算要求時と実
績に差が発生しているものについて減額補正を行った。また、令和４年度
予算要求においても、実績のみならず今後の状況の変化見込等を踏まえた
積算に努めた。

【　措置済　】　　令和　３年　４月　１日

イ　「し尿収集業務委託、し尿等転送業務委託」において、予算額２億
６，４００万円に対し、契約額２億４，８００万円と１，６００万円の不
用額を生じている。適正な予算編成を行うため、予実分析を行うこと。

　令和２年度においては予算額２億７，１１５万円に対し契約額２億７，
１０４万円、令和３年度においては予算額２億７，６４８万円に対し契約
額２億７，６４３万円となっている。今後も状況を見極めた適正な積算を
心掛ける。

　約１５年後、クリーンセンターの大規模改修工事を行う必要があり、長
期的な基金積立等の財政計画を検討していくこと。

ア　多くの事業について、不用額が生じている。予算編成においてできる
限り正確な執行額の把握に努め、不用額の減少に努めること。
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リスク発現の可能性があるもの

監査結果 対応状況

（４）出先機関のリスク（マネジメントの目が行き届かない） 【　対応状況　】　令和　３年　７月３１日

　令和２年度、クリーンセンターに管理職は不在であったが、管理職経験
のある再任用職員は常駐しており、担当者とともに日々厳正な確認を行う
など、現金の取扱いにおけるリスクを回避してきた。
　また、令和３年度は再び管理職の再任用が配置されたことに加え、実務
においてもこれまで同様の確認作業を継続し、一層のリスク回避に努めて
いく。

【　対応状況　】　令和　４年　１月３１日

　令和２年度、クリーンセンターに管理職は不在であったが、管理職経験
のある再任用職員は常駐しており、担当者とともに日々厳正な確認を行う
など、現金の取扱いにおけるリスクを回避してきた。
　また、令和３年度は再び管理職の再任用が配置されたことに加え、実務
においてもこれまで同様の確認作業を継続し、一層のリスク回避に努めて
いる。

・　分任出納員を施設に配置していないため、現金等管理上のリスクはな
いか。

リスク発現の可能性（〇予防策あり、△可能性あり、×発現）
△　クリーンセンターでは、小口現金（犬猫処分料用）を取り扱っている
が、現在、現金出納員となる管理職が常駐せず、再任用職員の現金取扱員
が日々の現金出納を確認しており、月末にまとめて出納員（課長）が確認
をしている状況である。
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（５）不法行為対応のリスク（不法投棄、資源物持ち去り、暴力対策、警
察との連携）

・　不法投棄及び資源物持ち去りへの対応については、個々の通報に対応
しきれないリスクはないか。

リスク発現の可能性（〇予防策あり、△可能性あり、×発現）

【　対応状況　】　令和　３年　７月３１日

　不法投棄対策については、不法投棄多発地点を中心に巡回パトロールの
実施や監視カメラを設置するとともに、自治会等からの要望に対し啓発看
板の提供を行うなどして抑止に努めた。
　また、市民からの個々の通報等に対して現場確認を行い、状況に応じて
投棄物の回収や警察、三重県と連携して関係者からの聞き取りを適切に
行った。その内容や行為者への指導等の対応状況をシステムに入力し、進
捗管理や情報の蓄積を行った。
　令和２年度には四日市市を美しくする条例を改正し、不法投棄禁止及び
悪質なケースについて行為者の氏名等を公表できることを明確化した。

【　対応状況　】　令和　４年　１月３１日

　不法投棄対策については、従来より不法投棄多発地点を中心に巡回パト
ロールの実施や監視カメラを設置するとともに、自治会等からの要望に対
し啓発看板の提供を行うなどして抑止に努めている。令和３年度において
も監視カメラ４台の増設を予定している。
　また、市民からの個々の通報等に対して現場確認を行い、状況に応じて
投棄物の回収や警察、三重県と連携して関係者からの聞き取りを適切に実
施し、その内容や行為者への指導等の対応状況をシステム入力することに
より進捗管理や情報の蓄積を行っているが、これについても引き続き実施
していく。

△　不法投棄への対応について
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、違反者には罰則（懲役、
罰金）が適用される。不法投棄物の内容を確認し、行為者が特定できる場
合のみ、悪質なものは警察に通報し、合同で現場立ち合いを行い、行為者
に指導等を行っている。市民からの個々の通報への対応を適切に行う必要
がある。
（令和元年度実績）
　　警察への通報　３件、顛末書提出　０件、電話注意　８件、文書注意
６件
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【　対応状況　】　令和　３年　７月３１日

　以下のとおり、個々の通報への対応を適切に行った。
　当課に電話、ファクス、電子メール等で通報があったすべての事案を記
録するとともに、持ち去られた資源物の種類や持ち去った者の風貌、人
数、使用車両などについて、情報の蓄積を行った。また、毎週火曜日の午
前８時３０分から、委託事業者と打合せを行い、パトロールの状況等の報
告を受けるとともに、個別のケースを取り上げて、パトロールの強化や資
源物集積場における張り込みの実施など、地域や行為者の特性など、状況
に応じた対応の検討を行った。
　これらを踏まえて、現地に職員が直接赴き、自治会長や通報者、地区市
民センターなどへの聞き取りなどを行うとともに、委託事業者はもとよ
り、警察とも連携しながら地域のパトロールや資源物集積場における張り
込みを実施するなど、資源物を持ち去られないよう施策を講じた。

【　対応状況　】　令和　４年　１月３１日

　個々の通報への対応については、上記のとおり引き続き適切に行ってい
る。
　これらの取り組みに加えて、紙類や金属類などを資源化する事業者に対
して、資源物を持ち去った者から買い取りを行わないよう、職員が個別に
事業者を訪問し、文書で協力を依頼するといった取り組みを行っている。
　また、持ち去り行為を常習的に行っている者に対して、罰則を強化する
内容などを盛り込んだ「四日市市廃棄物の減量及び適正処理に関する条
例」改正案を、令和３年度２月定例月議会に上程することを検討するな
ど、より一層、資源物を持ち去る行為を防止する取り組みを進めている。

△　資源物持ち去りへの対応について
「四日市市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」により、違反者
には２０万円以下の罰金が科される。委託パトロールにより、重点箇
所を割り出し、警察と連携して張り込みを行い、告発も行っている。
民間の警備会社にパトロールを委託しているが、個々の通報への対応
を適切に行う必要がある。
（令和元年度実績）
　指導　７件、警告書発布　６件、禁止命令書発布　６件、告発　６
件

-28-

-28-


